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生徒数の推移（学校種別）

1,203,963

3,896,682

4,521,956

5,010,472

3,057,190

2,528,000

4,201,223
4,414,896

4,716,105

5,533,393

4,258,385

3,809,827

3,367,489

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

高等学校

236
4,736

17,689

38,365

3,375

8,560

48,288

46,636

47,245
50,934

55,453 56,214
57,875 59,446

76,367

101,157
110,736

77,358

58,083

25,286

52,901 38,730

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

昭和23年 28 33 38 43 48 53 58 63 平成5年 10 15 20

中等教育学校後期課程

高等専門学校

専修学校（高等課程）

（出典）文部科学省「学校基本調査」

人



3

高等学校等
1,162,356人
96.9%

高等専門学校
10,966人
0.9%

その他
15,934人
1.3%

専修学校（高等課程）

2,722人
0.2%

就職者
7,331人
0.6%

中学校卒業者の進路状況（平成20年3月）

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」

※「高等学校等」には、中等教育学校（後期課程）及び特別支援学校高等部を含む。
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○学校教育法第50条

高等学校は、中学校における教育の基礎の上に、心身の発達及び進路に応じて、高度な普通教育及び専門

 
教育を施すことを目的とする。

目的

○学校教育法第51条
高等学校における教育は、前条に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成するよう行われる

ものとする。
一

 

義務教育として行われる普通教育の成果を更に発展拡充させて、豊かな人間性、創造性及び健やかな
身体を養い、国家及び社会の形成者として必要な資質を養うこと。
二

 

社会において果たさなければならない使命の自覚に基づき、個性に応じて将来の進路を決定させ、一
般的な教養を高め、専門的な知識、技術及び技能を習得させること。
三

 

個性の確立に努めるとともに、社会について、広く深い理解と健全な批判力を養い、社会の発展に寄
与する態度を養うこと。

目標

高等学校の目的・目標、制度の概要

①全日制の課程：通常の課程
②定時制の課程：夜間その他特別の時間又は時期において授業を行う課程
③通信制の課程：通信による教育を行う課程

課程

①普通科

 

：普通教育を主とする学科
②専門学科：専門教育を主とする学科（例：農業科、工業科、商業科）
③総合学科：普通教育及び専門教育を選択履修を旨として総合的に行う学科

学科

①全学科共通

 

：７４単位以上（必履修教科・科目は最低３１単位）
②専門学科のみ：専門教科・科目から２５単位以上

卒業に必要な単位数
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学科別学科数の割合

総合学科,
323, 4.5%

その他専門学科,

586, 8.2%

福祉, 100,
1.4%

家庭, 319,
4.4%

水産, 45, 0.6%

商業, 744,
10.4%

工業, 587,
8.2%

農業, 333,
4.6%

看護, 97, 1.4%

情報, 24, 0.3%

普通科
4,025
56.0%

学科別生徒数の割合

普通科
2,427,838
72.3%

情報, 2,759,
0.1%

看護, 12,794,
0.4%

家庭, 46,007,
1.4%

水産, 9,458,
0.3%

福祉, 9,922,
0.3%

商業, 228,789,
6.8%

工業, 271,968,
8.1%

農業, 88,357,
2.6%

その他専門学科,
101,610, 3.0%

総合学科,
159,209, 4.7%

高等学校の学科数・生徒数（学科別）

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」

※

 

全日制・定時制のみ

※

 

学科数について、同一の学科が全日制・定時制の両方に設置されている場合は１として計上。

職業学科

 

計 2,249 学科

 

31.3% 職業学科

 

計 670,054 人

 

19.9%

※「その他の専門学科」には、理数、体育、音楽、美術、外国語、国際関係等の学科がある。
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※「その他の専門学科」には、理数、体育、音楽、美術、外国語、国際関係等の学科がある。

※

 

学科数について、同一の学科が全日制・定時制の両方に設置されている場合は１として計上。

公立高等学校の学科数（都道府県別）
学科数

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」
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高等学校の学科数の推移（学科別）
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※

 

全日制・定時制のみ

※「その他の専門学科」には、理数、体育、音楽、美術、外国語、国際関係等の学科がある。

※

 

学科数について、同一の学科が全日制・定時制の両方に設置されている場合は１として計上。
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資料：文部科学

 

省「学校基本調

 

査」

職業学科の比率は年々減少。普通科は最近20年間、ほぼ一定（約7割）で推移。職業学科の比率は年々減少。普通科は最近20年間、ほぼ一定（約7割）で推移。
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高等学校の専攻科の概要

【概要】

<目的> 精深な程度において、特別の事項を教授し、その研究を指導すること（学校教育法第58条）
<修業年限> 1年以上
<入学資格> 高等学校若しくはこれに準ずる学校若しくは中等教育学校を卒業した者又は文部科学大臣

 の定めるところにより、これと同等以上の学力があると認められた者

<設置基準>
専攻科の編制、施設、設備等については、高等学校設置基準によらなければならない。ただし、教育

 上支障がないと認めるときは、都道府県教育委員会等は、専攻科の編制、施設及び設備に関し、必要

 と認められる範囲内において、高等学校設置基準に準じて、別段の定めをすることができる。

1422076228119104専攻科を設置
する学校数（B）

2．32．0078．40．662．20．13．23．00．1設置割合（B/A）

 
（％）

8,7013206,99112554636532263176専攻科の
在籍生徒数

6,2741002497319457445873334,025当該学科を設置

 
する学校数（A）

合計福祉情報看護家庭水産商業工業農業普通科

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」
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高等学校卒業者の進路状況の推移
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高校卒業者の大学短大進学率

就職率

高校卒業者のうち

専修学校・各種学校等への進学率

（出典）文部科学省「学校基本調査」

※

 

「大学短大進学率」は、昭和58年度以前は通信制への進学を除いており、厳密には昭和59年度以降と連続しない。
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（出典）文部科学省「学校基本調査」

普通科、専門学科ともに大学・短大進学率が上昇している。
専門学科卒業生の進路では、依然として就職する者が最も多い。

普通科、専門学科ともに大学・短大進学率が上昇している。
専門学科卒業生の進路では、依然として就職する者が最も多い。

※

 

「大学短大進学率」は、昭和58年度以前は通信制への進学を除いており、厳密には昭和59年度以降と連続しない。

※

 

全日制・定時制のみ
※

 

専門学科は「職業学科」と「その他の学科」の合計
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高等学校卒業者の進路別の割合（学科別）(平成20年3月)

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」※

 

全日制・定時制のみ



13

33.9 34.3
32.3

41.0

34.5

37.8
35.6

46.0 46.7 46.6
49.2

47.4

59.1

53.9

40.8

45.0 44.5
45.9

50.3

40.2

47.8 46.8

51.8

44.3
46.4

56.4

49.0

52.4
49.4

42.8

32.2

36.1

44.5

54.7

35.8

45.5
43.5

45.3

36.8

44.2

35.5 35.2 36.1 35.7
33.6

29.2
31.8

6.1
6.5

6.2

3.7

8.5

6.9

6.5

4.7
5.8 6.0

5.6

5.7

4.6

6.2

7.3

8.8 9.6

10.3

7.3

10.5

7.4

5.8

6.5

6.4

10.4

7.8

8.0

6.7

7.6

6.7

7.8

9.6

6.4

6.7

6.3

5.9

6.9
6.2

6.4

6.6

6.0
5.1 4.3

8.7

6.9

8.0 4.1

21.5

14.5 18.7

14.8
15.7

18.2

16.3

15.8

19.2
16.3

16.4

11.1

23.2

15.6 14.3

14.5

16.7

12.8

11.2

13.2

15.1

12.9

12.9

11.2

15.7

19.7

20.2

14.4

13.2

16.3

16.7
16.7

18.1

22.0

13.7

14.4 16.5 17.2

18.2

16.5

18.3
23.9

0.3

1.0

0.5

0.2
0.1

0.5

0.5

0.2

0.0

0.2

0.2

0.1
0.0

0.1

0.8
0.4

0.6

0.1

0.0

0.0 0.2

0.3

0.3

0.0

0.2

0.4

0.3

3.5

0.2 0.9

0.2

1.0

0.4 1.1

0.9

1.6
0.9

1.0 0.6
1.1

1.7

1.6
3.2

0.215.90

14.00

20.80 16.40

13.10

0

10

20

30

40

50

60

70

80

北

海

道

青

森

岩

手

宮

城

秋

田

山

形

福

島

茨

城

栃

木

群

馬

埼

玉

千

葉

東

京

神

奈

川

新

潟

富

山

石

川

福

井

山

梨

長

野

岐

阜

静

岡

愛

知

三

重

滋

賀

京

都

大

阪

兵

庫

奈

良

和

歌

山

鳥

取

島

根

岡

山

広

島

山

口

徳

島

香

川

愛

媛

高

知

福

岡

佐

賀

長

崎

熊

本

大

分

宮

崎

鹿

児

島

沖

縄

高等学校（専攻科）
専修学校（専門課程）
短期大学（本科）
大学（学部）

（％）

全国平均

 
68.2％
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高等学校卒業者の進学率（都道府県別）(平成20年3月)

※

 

全日制・定時制のみ
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19.0％
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4.0％

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」

高等学校卒業者の就職率（都道府県別）(平成20年3月)

※

 

全日制・定時制のみ
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（出典）文部科学省「学校基本調査」
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医療，福祉

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合

その他

福祉

情報

看護

家庭

水産

商業

工業

農業

普通

計

農業，林業

漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業
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43.9 12.6

高等学校卒業者の産業別就職割合（学科別）(平成20年3月)
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4.0

8.8
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専門的・技術的職業従事者
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作業者
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運輸・通信

従事者
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上記以外のもの

(2116人)

(6327人)

(322人)

(160人)
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(5万5426人)
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19.8

17.8
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36.5

11.6 10.9 13.9 48.2

（出典）文部科学省「学校基本調査」

高等学校卒業者の職業別就職割合（学科別）(平成20年3月)
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8.1

3.7
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5.3
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専門高校で取り組む主な資格等

学科 分野 本科 専攻科

農業

農業経営と

 
食品産業分野

毒物劇物取扱責任者、危険物取扱者（乙・丙種）、ボイラー技士（二級）、大型特殊運転免

 
許、家畜人工授精師、測量士・測量士補、クレーン・デリック運転士、園芸装飾技能士、
車両系建設機械運転技能者、公害防止管理者、フラワー装飾技能士、初級園芸福祉士、

 
実験動物二級技術者、家庭動物販売士（三級）、初級バイオ技術者認定試験

環境創造と素材生産

 
に関する分野

大型特殊運転免許、測量士・測量士補、土木施工管理士（二級）、
クレーン・デリック運転士、造園技能士、造園施工管理技士（二級）、
車両系建設機械運転技能者、土木施工技術者

バイオテクノロジー

 
に関する分野

毒物劇物取扱責任者、危険物取扱者（乙・丙種）、家畜人工授精師、公害防止管理者、
実験動物二級技術者、初級バイオ技術者認定試験

ヒューマンサービス
関連分野

園芸装飾技能士、フラワー装飾技能士、初級園芸福祉士

各分野共通 日本農業技術検定(二・三級）

工業

機械に関する分野 ボイラー技士（二級） 技能士（二級）

自動車に関する分野 自動車整備士（三級） 自動車整備士（二級）

情報に関する分野 初級システムアドミニストレータ試験

サンマイクロシステムズ

 
JAVA認定資格、
シスコシステムズ技術

 
者認定試験

化学に関する分野
危険物取扱者（甲・乙種）、消防設備士（甲・乙種）、公害防止管理者（水質・大気）、

 
火薬類取扱保安責任者（甲・乙種）、毒物劇物取扱責任者

電気に関する分野
電気工事士（一・二種）、電気主任技術者（三種）、陸上・海上特殊無線技士（一・二・三級）、

 
工事担任者（ＡＩ一・二・三種、ＤＤ一・二・三種、総合種）

建設に関する分野
土木施工技術者、建築施工技術者、管工事施工技術者、測量士、測量士補、車両系建設

 
機械運転技能者、クレーン・デリック運転士、内装士、火薬類取扱保安責任者（甲・乙種）

建築士（二級）

繊維に関する分野 色彩能力検定(二・三級）

デザインに関する分野 カラーコーディネーター検定（一・二・三級）

各分野共通 技能士（二・三級）、危険物取扱者（甲・乙種）
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商業

流通ビジネス分野 販売士検定

国際経済分野
実用英語技能検定、TOEFL、TOEIC、ビジネス実務法務検定、
FP（ファイナンシャル・プランニング）技能士試験

簿記会計分野 簿記検定

経営情報分野
ソフトウェア開発技術者試験、基本情報技術者試験、初級システムアドミニストレータ試験、

 
ビジネスコンピューティング検定

各分野共通 秘書検定、旅行業務取扱管理者

水産

海洋漁業分野
海技士（航海）｛四・五級｝、小型船舶操縦士（一・二級、特殊）、
海上特殊無線技士（二・三級）、潜水士、潜水技術検定、漁業技能検定

海技士(航海）｛三級｝、

 
船舶衛生管理者、海上

 
特殊無線技士（一級）

海洋工学分野
海技士（機関）｛四・五級｝、小型船舶操縦士（一・二級、特殊）、冷凍機械責任者（三種）、

 
ボイラー技士(二級）、玉掛技能者、潜水士、潜水技術検定、エンジン技術検定

海技士(機関）｛三級｝、

 
船舶衛生管理者

情報通信分野
総合無線通信士（三級）、陸上特殊無線技士、工事担任者、
初級システムアドミニストレータ試験

総合無線通信士（一・二

 
級）

栽培漁業分野 小型船舶操縦士（一・二級、特殊）、潜水士、潜水技術検定、栽培漁業技術検定

水産食品分野 冷凍機械責任者（三種）、ボイラー技士(二級）、食品技能検定、HACCP基本技能検定

各分野共通 危険物取扱者（乙・丙種）、ガス溶接作業主任者、情報通信技術検定

家庭

家政分野 被服製作技術検定、食物調理技術検定、保育技術検定

被服分野 被服製作技術検定、色彩能力検定（二・三級）、カラーコーディネーター検定

食物分野 調理師、製菓衛生師、食物調理技術検定

保育分野 保育技術検定 保育士

各分野共通 介護員養成研修（二・三級課程）、秘書検定、サービス接遇検定

看護 准看護師 看護師

情報

システム設計管理分野 基本情報技術者試験、ソフトウェア開発技術者試験、ディジタル技術検定

マルティメディア分野
画像情報技能検定ＣＧ部門（ＣＧ検定）、画像情報技能検定マルチメディア部門（マルチメ

 
ディア検定）、デジタルコンテンツクリエイター認定試験

各分野共通 初級システムアドミニストレータ試験、情報処理活用能力検定（Ｊ検）

福祉 介護福祉士、介護員養成研修（介護職員基礎研修、一・二・三級課程）

※

 

下線は、業務独占資格（資格がなければ、その業務を行うことが禁止されている資格）を指す。
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教育基本法（平成18年12月改正）
 

（関係条文抜粋）
（教育の目標）

第２条

 

教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。
二

 

個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を養うとともに、職業及び生活との関連を重視

し、勤労を重んずる態度を養うこと。

学校教育法（平成19年6月改正）
 

（関係条文抜粋）
義務教育

第21条

 

義務教育として行われる普通教育は、教育基本法第5条２項に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成
するよう行われるものとする。
４

 

家族と家庭の役割、生活に必要な衣、食、住、情報、産業その他の事項について基礎的な理解と技能を養うこと。
10 職業についての基礎的な知識と技能、勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路を選択する能力を養うこと。

高等学校

第５０条

 

高等学校は、中学校における教育の基礎の上に、心身の発達及び進路に応じて、高度な普通教育及び専門教育を施
すことを目的とする。

第５１条

 

高等学校における教育は、前条に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。
一

 

義務教育として行われる普通教育の成果を更に発展拡充させて、豊かな人間性、創造性及び健やかな身体を養い、国家
及び社会の形成者として必要な資質を養うこと。

二

 

社会において果たさなければならない使命の自覚に基づき、個性に応じて将来の進路を決定させ、一般的な教養を高め、
専門的な知識、技術及び技能を習得させること。

三

 

個性の確立に努めるとともに、社会について、広く深い理解と健全な批判力を養い、社会の発展に寄与する態度を養うこと。

学習指導要領の改訂
小学校・中学校（平成２０年３月）
高等学校（平成２１年３月）

キャリア教育に関する国の動き
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高等学校学習指導要領の改訂のポイント
1．今回の改訂の基本的考え方

３．教育内容の主な改善事項

○国語をはじめ各教科等で批評、論述、討論などの学習を充実

○近年の新しい科学的知見に対応する観点から指導内容を刷新
（例：遺伝情報とタンパク質の合成、膨張する宇宙像）

○統計に関する内容を必修化（数学「数学Ⅰ」）
○知識・技能を活用する学習や探究する学習を重視
（〔課題学習〕（数学）の導入、「数学活用」「理科課題研究」の新設等）

○指導内容と日常生活や社会との関連を重視（「科学と人間生活」の

 
新設）

○歴史教育（世界史における日本史の扱い、文化の学習を充実）、宗教に関

 
する学習を充実（地理歴史、公民）

○古典、武道、伝統音楽、美術文化、衣食住の歴史や文化に関する学

 
習を充実（国語、保健体育、芸術「音楽」、「美術」、家庭）

○学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育について、その全体計
画を作成することを規定
○人間としての在り方生き方に関する学習を充実（公民「現代社会」、
特別活動）

○ボランティア活動などの社会奉仕、就業体験の充実（特別活動）
○職業教育において、産業現場等における長期間の実習を取り入れる
ことを明記

○卒業までに修得させる単位数は、現行どおり74単位以上

○共通性と多様性のバランスを重視し、学習の基盤となる国語、数学、外国語に共通必履修科目を設定するとともに、理科の科目履修の柔軟性を向上

○週当たりの授業時数（全日制）は標準である30単位時間を超えて授業を行うことができることを明確化

○義務教育段階の学習内容の確実な定着を図るための学習機会を設けることを促進

理数教育の充実

伝統や文化に関する教育の充実

外国語教育の充実

体験活動の充実

道徳教育の充実

２．卒業単位数、必履修科目、教育課程編成時の配慮事項等

職業に関する教科・科目の改善

○職業人としての規範意識や倫理観、技術の進展や環境、エネルギー

 
への配慮、地域産業を担う人材の育成等、各種産業で求められる知識

 
と技術、資質を育成する観点から科目の構成や内容を改善

○高等学校で指導する標準的な単語数を1,300語から1,800語に増加
○授業は英語で指導することを基本

（中学校、高等学校合わせて2,200語から3,000語に増加）

知識・技能の習得と思考力・判断力・

 
表現力等の育成のバランスを重視

教育基本法改正等で明確になった

 
教育の理念を踏まえ、

 
「生きる力」を育成

道徳教育や体育などの充実により、

 
豊かな心や健やかな体を育成

重要事項

○体育、食育、安全教育を充実
○環境、消費者に関する学習を充実
○情報の活用、情報モラルなどの情報教育を充実
○部活動の意義や留意点を規定
○障害に応じた指導を工夫（特別支援教育）
○「はどめ規定」（詳細な事項は扱わないなどの規定）を原則削除

言語活動の充実
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すべての生徒に 標準 すべての生徒に 標準 すべての生徒に教科 科 目 教科 科 目 教科 科 目標準

履修させる科目 単位数 履修させる科目 単位数 履修させる科目単位数

国語 国語総合 ４ ○ 理科 科学と人間生活 ２ 外 国 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語基礎２2単位まで減可
単位まで減可国語表現 ３ 物理基礎 ２ 語 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅰ ３ ○「 科学と人 2

現代文Ａ ２ 物理 ４ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅱ ４間生活」を含

現代文Ｂ ４ 化学基礎 ２ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅲ ４む2科目又は

古典Ａ ２ 化学 ４ 英語表現Ⅰ ２基礎を付した

古典Ｂ ４ 生物基礎 ２ 英語表現Ⅱ ４科目を3科目

地理 世界史Ａ ２ ○ 生物 ４ 英語会話 ２
歴史 世界史Ｂ ４ 地学基礎 ２ 家庭 家庭基礎 ２

日本史Ａ ２ 地学 ４ 家庭総合 ４ ○
日本史Ｂ ４ ○ 理科課題研究 １ 生活デザイン ４
地理Ａ ２ 保健 体育 ○ 情報 社会と情報 ２ ○７～８

地理Ｂ ４ 体育 保健 ２ ○ 情報の科学 ２
３～６ 単位まで減可公民 現代社会 ２ 芸術 音楽Ⅰ ２ 総合的な学習の時間 ○「現代社会」又は 2

倫理 ２ 音楽Ⅱ ２ 農・工・商・水・家・看「倫理」・「政治・

政治・経済 ２ 音楽Ⅲ ２ ・情・福・理数・体・音経済」

美術Ⅰ ２ ○ ・美・英
数学 数学Ⅰ ３ ○ 美術Ⅱ ２ 普通科必修2単位まで減可

※（）内は最低合計単位数（専門学科必修も同様）数学Ⅱ ４ 美術Ⅲ ２
数学Ⅲ ５ 工芸Ⅰ ２ １３～１５科目（３１単位）
数学Ａ ２ 工芸Ⅱ ２ 専門学科必修
数学Ｂ ２ 工芸Ⅲ ２ １３～１５科目（３１単位）
数学活用 ２ 書道Ⅰ ２ 専門教科・科目：２５単位

（商業学科は、外国語５単位、他は、専門教科・科目と同様の製書道Ⅱ ２
菓が期待できる場合には、普通教科・科目５単位を含めても可）書道Ⅲ ２
卒業単位数７４単位以上

高等学校学習指導要領における必履修教科・科目等



22

小・中学校学習指導要領の改訂（キャリア教育に関する部分）

第２

 

内容
〔学級活動〕
２ 内容
（１）学級や学校の生活を向上させること。
学級や学校における生活上の諸問題の解決、学級
内の組織づくりや仕事の分担処理など
〔学校行事〕
２ 内容
（５）勤労生産・奉仕的仕事
勤労の尊さや生産の喜びを体得するとともに、ボラン
ティア活動など社会奉仕の精神を涵養する体験が得
られるような活動を行うこと。
第3 指導計画の作成と内容の取扱い
１

 

指導計画の作成に当たっては、次の事項に配慮す

 
るものとする
（２）学級活動などにおいて、児童が自ら現在及び将来
の生き方を考えることができるよう工夫すること。

第5 指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項
（４）各教科の指導に当たっては、児童が学習課題

 
や活動を選択したり、自らの将来について考えたり

 
する機会を設けるなど工夫すること。

第６

 

指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項
（４）生徒が自らの生き方を考え主体的に進路を選択することができるよう、学校の教育活動全体を通じ、
計画的、組織的な進路指導を行うこと。
（５）生徒が学校や学級での生活によりよく適応するとともに、現在及び将来の生き方を考え行動する態度
や能力を育成することができるよう、学校の教育活動全体を通じ、ガイダンスの機能の充実を図る

第２

 

内容
〔学級活動〕
２ 内容
（２）適応と成長及び健康安全
ア．青年期の不安や悩みとその解決

 

イ．自己及び他者の個性の理解と尊重
ウ．社会の一員としての自覚と責任

 

エ．男女相互の理解と協力、望ましい人間関係の確立
オ．ボランティア活動の意義の理解など
（３）学業と進路
ア．

 

学ぶことと働くことの意義の理解

 

イ．自主的な学習態度の形成と学校図書館の利用
ウ．

 

進路適性の吟味と進路情報の活用

 

エ．望ましい職業観、勤労観の形成

オ．主体的な進路の選択と将来設計など
〔学校行事〕
２ 内容
（５）勤労生産・奉仕的行事
勤労の尊さや創造することの喜びを体得し、職業や進路にかかわる啓発的な体験が得られるように

するとともに、ボランティア活動など社会奉仕の精神を養う体験が得られるような活動が行われること。
第3 指導計画の作成と内容の取扱い
１

 

指導計画の作成に当たっては、次の事項に配慮するものとする
（２）教育相談（進路指導を含む。）についても、生徒の家庭との連絡を密にし、適切に実施できるように
すること。

（３）学校生活への適応や人間関係の形成、進路の選択などの指導に当たっては、ガイダンスの機能を
充実するよう〔学級活動〕等の指導を工夫すること。

小学校 中学校
第１章

 

総則第１章

 

総則

第６章

 

特別活動 第５章

 

特別活動

第３

 

指導計画の作成と内容の取扱い
２

 

第２の内容の取扱いについては、次の事項に配慮

 
すること
（３）自然体験や職場体験活動、ボランティア活動など
の社会体験、ものづくり、生産活動などの体験活動、
観察・実験、見学や調査、発表や討論などの学習活
動を積極的に取り入れること。

第３

 

指導計画の作成と内容の取扱い
２

 

第２の内容の取扱いについては、次の事項に配慮すること
（３）自然体験や職場体験活動、ボランティア活動などの社会体験、ものづくり、生産活動などの体験活動、
観察・実験、見学や調査、発表や討論などの学習活動を積極的に取り入れること。
（７）職業や自己の将来に関する学習を行う際には、問題の解決や探求活動に取り組むことを通して、自己
を理解し、将来の生き方を考えるなどの学習活動が行われるようにすること。

第５章

 

総合的な学習の時間 第４章

 

総合的な学習の時間
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高等学校学習指導要領の改訂（キャリア教育に関する部分）

第2 各活動・学校行事の目標及び内容
〔ホームルーム活動〕

 

２

 

内容

 

（３）学業と進路
ア．

 

働くこと、学ぶことの意義

 

イ．主体的な学習態度の確立と学校図書館の利用

 

ウ．教科・科目の適切な選択
エ．進路適性の理解と進路情報の活用

 

オ．望ましい勤労観・職業観の確立

 

カ．主体的な進路の選択決定と将来設計
〔学校行事〕

 

２

 

内容

 

（５）

 

勤労生産・奉仕的行事
勤労の尊さや創造することの喜びを体得し，就業体験などの職業観の形成や進路の選択決定などに資する体験が得られるようにするとともに，共に助け合って生きることの喜びを体得し、ボランティア活動など

 

の社会奉仕の精神を養う体験が得られるような活動を行うこと。
第3 指導計画の作成と内容の取扱い
１

 

指導計画の作成に当たっては，次の事項に配慮するものとする。
（１）特別活動の全体計画や各活動・学校行事の年間指導計画の作成に当たっては、学校の創意工夫を生かすとともに，学校の実態や生徒の発達段階及び特性等を考慮し，生徒による自主的，実践的な活動な
どが助長されるようにすること。また、各教科・科目や総合的な学習の時間などの指導との関連を図るとともに、家庭や地域の人々との連携、社会教育施設等の活用などを工夫すること。その際，ボランティア活
動や就業体験などの勤労にかかわる体験的な活動の機会をできるだけ取り入れること。
（２）生徒指導の機能を十分生かすとともに、教育相談（進路相談を含む。）についても、生徒の家庭との連絡を密にし、適切に実施できるようにすること。
（３）

 

学校生活への適応や人間関係の形成，教科・科目や進路の選択などの指導に当たっては，ガイダンスの機能を充実するよう〔ホームルーム活動等〕の指導を工夫すること。特に、高等学校入学当初において

は、個々の生徒が学校生活に適応するとともに、希望と目標をもって生活をできるようにすること。
（４）〔ホームルーム活動〕を中心として特別活動の全体を通じて、特に社会において自立的に生きることができるようにするため、社会の一員としての自己の生き方を追求するなど、人間としての在り方生き方の指
導が行われるようにすること。その際、他の教科、特に公民科や総合的な学習の時間との関連を図ること。

５

 

学校設定教科
（２）学校においては、学校設定教科に関する科目として「産業社会と人間」を設けることができる。この科目の目標、内容、単位数等を各学校において定めるに当たっては、産業社会における自己の在り方生き方
について考えさせ、社会に積極的に寄与し、生涯にわたって学習に取り組む意欲や態度を養うとともに、生徒の主体的な各教科・科目の選択に資するよう、就業体験等の体験的な学習や調査・研究などを通して、
次のような事項について指導することを配慮するものとする。
ア

 

社会生活や職業生活に必要な基本的な能力や態度及び望ましい勤労観、職業観の育成

 

イ

 

我が国の産業の発展とそれがもたらした社会の変化についての考察
ウ

 

自己の将来の生き方や進路についての考察及び各教科・科目の履修計画の作成

４

 

職業教育に関して配慮すべき事項
（１）普通科においては、地域や学校の実態、生徒の特性、進路等を考慮し、必要に応じて、適切な職業に関する各教科・科目の履修の機会の確保について配慮するものとする。
（３）学校においては、地域や学校の実態、生徒の特性、進路等を考慮し、就業体験の機会の確保について配慮するものとする。
（４）職業に関する各教科・科目については，次の事項に配慮するものとする。
ア

 

職業に関する各教科・科目については，就業体験をもって実習に替えることができること。この場合，就業体験は，その各教科・科目の内容に直接関係があり，

 

かつ，その一部としてあらかじめ計画されるも
のであることを要すること。

５

 

教育課程の実施等に当たって配慮すべき事項
以上のほか，次の事項について配慮するものとする。
（２）

 

学校の教育活動全体を通じて，個々の生徒の特性等の的確な把握に努め，その伸長を図ること。また，生徒が適切な各教科・科目や類型を選択し学校やホームルームでの生活によりよく適応するととも
に，現在及び将来の生き方を考え行動する態度や能力を育成することができるよう，ガイダンスの機能の充実を図ること。

（４）

 

生徒が自己の在り方生き方を考え，主体的に進路を選択することができるよう，学校の教育活動全体を通じ，計画的，組織的な進路指導を行うこと。

第3 指導計画の作成と内容の取扱い
１

 

指導計画の作成に当たっては、次の事項に配慮するものとする。
（９）総合学科においては、総合的な学習の時間の学習活動として、原則として生徒が興味・関心、進路等に応じて設定した課題について知識や技能の深化、総合化を図る学習活動を含むこと。
２ 第2の内容の取扱いについては、次の事項に配慮するものとする。
（３）自然体験や就業体験活動、ボランティア活動などの社会体験、ものづくり、生産活動などの体験活動、観察・実験・実習、調査・研究、発表や討論などの学習活動を積極的に取り入れること。

第１章

 

総則

第４章

 

総合的な学習の時間

第6款

 

教育課程の編成・実施に当たって配慮すべき事項

第５章

 

特別活動

第2款

 

各教科及び単位数等
高等学校

３

 

総合学科における各教科・科目の履修等
総合学科における各教科・科目の履修等については、上記１のほか次のとおりとする。

（１）

 

総合学科においては、第２款の５の（２）に掲げる「産業社会と人間」をすべての生徒に原則として入学年次に履修させるものとし、標準単位数は２～４単位とすること。

第３款

 

各教科・科目の履修等
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高等学校学習指導要領における職業に関する教科の改訂のポイント

職業に関する各教科については、「将来のスペシャリストの育成」、「地域産業を担う人材の育成」、「人間性

 
豊かな職業人の育成」という三つの観点を基本として、教科横断的に改善。

１．将来のスペシャリストの育成

○専門性の基礎・基本を一層重視するとともに、専門分野に関する知識と技術の定着を図る観点から科目の

 
構成や内容の改善を図り、現行の8教科169科目から8教科188科目で構成。

農業：29→30、工業：60→61、商業：17→20、水産：20→22 
家庭：19→20、看護：

 

6→13、情報：11→13、福祉：

 

7→

 

9

○実社会や職業とのかかわりを通じて、職業観、規範意識、コミュニケーション能力等に根ざした実践力を身

 
に付ける観点から、総則において「産業現場等における長期間の実習を取り入れる」ことを明記。

２．地域産業を担う人材の育成

○各教科で「地域や産業界等との連携・交流を通じた実践的な学習活動や就業体験を積極的に取り入れる

 
とともに、社会人講師を積極的に活用するなどの工夫に努める」ことを明記。

○農業や商業、水産等の関係科目において、地域産業の振興、商品開発や起業的な活動等に取り組む学

 
習に関する内容を充実。

３．環境・エネルギー、食の安全等への対応と職業人としての倫理観の育成

○各教科の目標に、「○○の諸課題を倫理観をもって解決し・・・」という文言を明記（看護、福祉については、

 
各科目レベルで明記）するとともに、関係科目においても内容を充実。

○農業、工業、水産、家庭等の関係科目において、例えば工業で「環境工学基礎」を新設するなど、環境・エ

 
ネルギーに関する内容や食料の安全で安定的な供給など食の安全等への対応に関する内容を充実。

○職業に関する各教科ごとの情報関連科目において情報モラルや情報のセキュリティ管理に関する内容を

 
充実。



25

科目「産業社会と人間」の概要①

〔経緯〕
平成５年、高等学校における総合学科の創設に伴い、自己の進路への自覚を深めさせるとともに、将

来の職業生活の基礎となる知識・技術等を修得させるため、総合学科において原則としてすべての生徒
に履修させる科目として設けられる。平成１１年の学習指導要領の改訂の際に、学校設定教科に関する
科目として明示された。

〔取扱い〕
○

 

総合学科においては、すべての生徒に原則として入学年次に履修させるものとし、標準単位数は
２～４単位。
○

 

その他の学科では、学校設定教科に関する科目として設けることができる。

〔指導教員〕
特定の教科に相当しないものにあっては免許状の教科を問わず指導するものとし、特別な知識・技術を
必要とする内容の学習を行う場合には当該学習内容と関連の高い教科の免許状を有する者が中心となり、
複数の教員によるティームティーチングによって指導する。

〔教科書〕
検定教科書、文部科学省著作教科書がないため、当該高等学校の設置者の定めるところにより、他の

適切な教科書を使用。

〔ねらい〕
○

 

人間としての生き方の探求、特に自己の生き方の探求を通して、職業を選択し、決定する場合に必
要な能力と態度を養うこと
○

 

将来の職業生活を営む上で必要な態度やコミュニケーションの能力を培うことや現実の産業社会や
その中での自己の在り方生き方について認識させ、豊かな社会を築くために積極的に寄与する意欲や
態度を育成すること

〔開設状況〕（平成18年度入学者に係る学科の状況（全日制・定時制））
普通科 0.8％

 

専門学科 0.6％

 

総合学科 87.2％
（出典）「平成18年度公立高等学校における教育課程の編成・実施状況調査」
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【高等学校学習指導要領】

各学校において「産業社会と人間」を設ける場合、目標・内容・単位数等の設定に当たっては、
①

 

産業社会における自己の在り方生き方について考えさせ、社会に積極的に寄与し、生涯にわたって学
習に取り組む意欲や態度を養うとともに、
②

 

生徒の主体的な各教科・科目の選択に資するよう、就業体験等の体験的な学習や調査・研究などを通
して、次のような事項について指導することに配慮する。
ア

 

社会生活や職業生活に必要な基本的な能力や態度及び望ましい勤労観、職業観の育成
イ

 

我が国の産業の発展とそれがもたらした社会の変化についての考察
ウ

 

自己の将来の生き方や進路についての考察及び各教科・科目の履修計画の作成

【高等学校教育の改革の推進に関する会議第４次報告（平成5年2月）において提言されて
いる指導内容】

①

 

職業と生活
各種企業や施設等の見学及び就業体験やボランティア活動、卒業生や職業人等との対話、発表や討
論等を通して、職業の種類や特徴、職業生活などについて理解するとともに、勤労の意義について考
察し、職業人として必要とされる能力・態度、望ましい勤労観・職業観を養うための学習を行うこと。

②

 

我が国の産業と社会の変化
先端的な工場や情報関連企業等の見学、技術者や海外勤務経験者等の講話、調査研究や発表・討論
等を通して、我が国の科学技術の発達や産業・経済の発展・変化について理解し、それがもたらした
情報化、国際化等の社会の変化、人々の暮らしへの影響について考察するための学習を行うこと。

③

 

進路と自己実現
発表・討論、自己の学習計画の立案等を通して、自己の能力・適性、興味・関心等と各種職業に求
められる資質・能力を踏まえ、自己の将来の生き方や進路について考察すること。

科目「産業社会と人間」の概要②
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科目「産業社会と人間」の取組例①

愛知県立岩倉総合高等学校

【目標】

・

 

様々な活動（講演・調査研究・見学・体験など）を通して、自らの進路や
将来のあり方について、考えを深め、より望ましい生き方を探求する

【主な内容】

・

 

校外学習 （企業・大学の見学→発表会準備→発表会）
→

 

「調べる力」「聞く力」「まとめる力」「発表する力」の土台作り

・

 

地域の産業見学 （企業見学→発表会準備→発表会）
→

 

地域の産業理解、職業と地域の関連、身だしなみやマナーの大切さ
などを学び、勤労観・職業観を育成

・

 

「社会人講師の先生を囲んで」講演会
（地域の経営者との座談会・体験学習→発表会準備→発表会）

→

 

今後の人生や職業を体感するとともに、様々な職業の人が社会を
支えていることを理解

・

 

研究報告書の作成・発表
→

 

１年間の自分の取組や成長を客観的に振り返り、それを発表することに
より、キャリア力（人生づくりの力）の育成を図る

東京都立晴海総合高等学校

【目標】

・

 

卒業後の進路や生き方について考える

・

 

２年生からの「系列」及び「科目」を選択する考え方や態度を養う

・

 

学ぶことの意義について理解を深める

・ 学び方（Learning Skill）を学ぶ
・

 

社会の変化を踏まえ、未来社会でも個性を発揮することを考える

【主な内容】

・

 

班別調査学習 （発表内容の検討→レジュメ等の資料作成→発表会）

→

 

・

 

現代社会の課題について考える

・

 

社会における自己の活かし方を考える

・

 

プレ課題研究（2年次）課題研究(3年次)につながる調査方法･発表
表現の習得する

・

 

職場訪問 （事前説明・職業に関する講演会→職場訪問→報告会）

→

 

・

 

職業の世界(事業･組織･社会)を知る
・

 

勤労観･職業観を育成する

・

 

社会規範を知る

・

 

コミュニケーション能力を高める

・ まとめ、発表する力を高める

・

 

ライフプラン作り

 

（自分史の作成→発表原稿の作成→発表会）

→

 

・

 

自分の将来像を具体的にイメージさせ、暫定的な目標の設定をし、

夢の実現に向かう行動

・

 

現在の自分の生活を省みる

・

 

友人のライフプランから学ぶ

・

 

お互いの個性を活かす態度を身につける
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科目「産業社会と人間」の取組例②

筑波大学附属坂戸高等学校

【目標】

・

 

様々な体験的学習を通して自己を見つめ、将来について考え、２，３年
次の履修計画を作成する

・

 

産業や社会について学び、産業の意義や使命を理解し、どうしたら社会を
もっとよくできるかを考える

【主な内容】

・

 

社会人講師の講演会、菜園づくり
→

 

色々な体験を通して、自分の適性を把握する。菜園づくりを通して食の
生産を含む社会の在り方を考える

・

 

社会人講話と職場実習、上級学校見学会
→

 

職業や上級学校を知り、進路を考える

・

 

特別支援学校との交流会、福祉体験
→

 

自分の立場と違う人を知り、自分を見つめ直すとともに、社会の在り方を
考える

・

 

ライフプランの作成 （発表準備→発表会）

→

 

履修計画を作成する過程における考えを整理し、決意を固めるとともに
級友たちの考えを知る

大分県立日田三隈高等学校

【目標】

・

 

自分を知る、社会を知る、自分と社会の接点を知る
・

 

「調べる力」「まとめる力」「発表する力」「聞く力」の４つの力を身につけ、
これを「生きる力」に結びつける
・

 

自ら進んで進路を選択していく能力を身につける

【主な内容】

・

 

進路学習 （職業調査：調査→発表準備→発表会）
→

 

活動を通じて４つの力を養い、これまで興味・関心の無かった職業を理
解するとともに、発表会等で進路情報を共有することで、社会を知る。

・

 

職場見学・上級学校見学
（事前調査→報告書作成・共有

 

→見学→発表準備→発表会）
→

 

職場や上級学校の実際を知ることで、進路に対する視野を広げると
ともに、自らすすんで進路を選択する能力を養う。

・

 

「この人に学ぶ」
（職業人調査 ：

 

“この人”の選定→面接調査→発表準備→発表会）
→

 

個人での活動を通じて４つの力を高めるとともに、得られた進路情報を
共有し、職業を通した在り方生き方について考える。４つの力を総動員
する。

・

 

「キャリアプラン・ライフプラン」の作成

 

（発表準備→発表会）
→

 

１年間の学習をもとに、今後の２年間及び生涯を見据えた自己の在り
方生き方をシミュレーションする。４つの力の集大成を図る。

・

 

「３年生に学ぶ」「卒業生に学ぶ」
→

 

身近な先輩に学ぶことで、自分の近未来像を描く。これからの高校生活
への意欲を喚起するとともに、様々な職業についての理解を深める。

※

 

全ての活動において、「調べる・まとめる・発表する・聞く」ことを繰り返し、
全員がホームルームで発表し、ホームルーム代表が学年発表会に臨む。
（全員が主役となる）
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総合的な学習の時間の実施状況（平成18年度入学者・全日制）

2.5%

1.2%

1.6%

3年次のみで

 
実施

0.0%0.0%3.3%77.8%0.8%15.5%総合学科

1.4%1.7%1.2%2.3%1.4%16.4%専門学科

0.0%0.2%3.8%5.5%3.3%85.7%普通科

2年次のみで

 
実施

1年次のみで

 
実施

1・3年次で

 
実施

2・3年次で

 
実施

1・2年次で

 
実施

全年次で

 
実施

(1)学年別の実施状況

0.4%1.3%1.7%12.1%84.5%総合学科

0.1%0.2%0.1%2.4%20.9%専門学科

0.1%0.7%0.6%5.9%92.8%普通科

211時間

 
以上

176～210 
時間

141～175 
時間

106～140 
時間

105時間

(2)総合的な学習の時間に配当している時間数

１単位時間を50分として換算している。
専門学科については、課題研究等で全部
又は一部代替のため、合計が100％になら
ない。

79.1%81.6%51.5%総合学科

50.7%36.1%21.0%16.4%専門学科

88.6%60.6%52.5%普通科

課題研究等で全部代替
自己の在り方生き方

 
や進路について考察

 
する学習活動

生徒が興味・関心、進路等に応じて

 
設定した課題について、知識や技

 
能の深化、総合化を図る学習活動

国際理解、情報、環境、福祉・

 
健康などの横断的・総合的な

 
課題についての学習活動

(3)総合的な学習の時間の学習活動
（年間を通じて複数のテーマを扱った場合や一つの学習活動に複数のテーマを含む場合、複数回答可）

注）

（出典）「平成18年度

 

公立高等学校における教育課程の編成・実施状況調査」
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公立高等学校におけるインターンシップの実施状況①
１　インターンシップ実施状況（平成１９年度調査時点）

　（１）学校別実施状況（予定含む）

64.6% (62.9%)

公立高等学校数 実施学校数 実施率

4,540校 (4,626校) 2,931校 (2,908校)

　（２）インターンシップの教育課程等への位置付けの状況等（複数回答可）

※　実際に事業所等で行う体験活動を対象とし、事前・事後活動等は含めない。

特別活動での実施
338校 (381校) 205校

教育課程等への位置付け

参加形態

原則として当該学年の全
員が参加

選択・希望者等当該学
年の一部の生徒が参加

(166校)
11.5% (13.1%) 60.7% (57.5%) 39.6% (43.6%)

(219校) 134校

総合的な学習の時間で実
施

765校 (751校) 583校 (189校)
26.1% (25.8%) 76.2% (75.9%) 23.8% (25.2%)

(570校) 182校

現場実習等職業に関する
教科・科目の中で実施

627校 (609校) 410校 (219校)
21.4% (20.9%) 65.4% (68.8%) 39.4% (36.0%)

(419校) 247校

「課題研究」の中で実施
224校 (226校) 117校 (117校)
7.6% (7.8%) 52.2% (54.0%) 48.7% (51.8%)

(122校) 109校

学校設定教科・科目で実
施

274校 (267校) 128校 (152校)
9.3% (9.2%) 46.7% (43.4%) 54.4% (56.9%)

(116校) 149校

「学校外における学修」とし
て実施

310校 (291校) 49校 (243校)
10.6% (10.0%) 15.8% (18.2%) 85.2% (83.5%)

(53校) 264校

(1,243校) 215校 (173校) 1,114校 (1,089校)
45.2% (42.7%) 16.2% (13.9%) 84.1% (87.6%)

教育課程には位置付けず
に実施

1,324校

※　２つ以上に該当する場合は、その全てをカウント。

　（３）インターンシップ推進のための都道府県(指定都市)の独自事業の実施状況

47 (51) 1 (0) 2 (1) 14 (10)

実施している
H20から実施
予定である

実施に向けて
検討中

予定なし

848 (853)

（４）市役所・町村役場でインターンシップを
    受け入れている市町村数（指定都市は除

受け入れている

（出典）国立教育政策研究所「平成19年度職場体験・インターンシップ実施状況等調査」

く）
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公立高等学校におけるインターンシップの実施状況②

２

 

学科別状況

 

（全日制・定時制）

（１）平成１９年度

 

学科別実施率

 

（公立）

61.878.627.652.881.176.989.472.296.982.993.379.575.588.9

全体
総合

 
学科

その他の

 
学科

普通科小計
その他の職業

 
に関する学科

福祉情報看護家庭水産商業工業農業

206,384
(26.4)

18,401
(41.9)

2,564
(10.8)

75,358
(14.4)

110,061
(57.3)

474
(30.4)

1,656
(92.8)

359
(38.6)

1,223
(99.7)

6,618
(67.2)

1,994
(61.3)

37,686
(57.4)

41,072
(52.4)

18,979
(64.3)

４年間を通

 
して１回でも

 
体験した
３・４年生数

 
割合※

243,40522.8983,17086.790130,5479913,7455572,7639,0012,46043,68345,17422,173体験した
生徒数

3,516
<1,149>

217
<89>

121
<24>

1,601
<370>

1,577
<666>

10
<2>

42
<34>

13
<5>

31
<30>

175
<61>

42
<9>

472
<170>

472
<183>

320
<172>

実施学科数
<単位認定
学科数>

全体
総合
学科

その他

 
の学科

普通科小計
その他の

 
職業に関

 
する学科

福祉情報看護家庭水産商業工業農業

（２）平成１９年度

 

実施学科数及び体験生徒数

 

（公立）

（出典）国立教育政策研究所「平成19年度職場体験・インターンシップ実施状況等調査」

※

 

（

 

）内はその学科の３・４年生全体に占める割合（％）
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○学校教育法第124条

第一条に掲げるもの以外の教育施設で、職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図る

 
ことを目的として次の各号に該当する組織的な教育を行うもの（当該教育を行うにつき他の法律に特別の規定があ

 
るもの及び我が国に居住する外国人を専ら対象とするものを除く。）は、専修学校とする。
一

 

修業年限が一年以上であること。
二

 

授業時数が文部科学大臣の定める授業時数（年間８００時間）以上であること。
三

 

教育を受ける者が常時四十人以上であること。

○学校教育法第125条

専修学校には、高等課程、専門課程又は一般課程を置く。
２

 

専修学校の高等課程においては、中学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者若しくは中等教育学校の

前期課程を修了した者又は文部科学大臣の定めるところによりこれと同等以上の学力があると認められた者に
対して、中学校における教育の基礎の上に、心身の発達に応じて前条の教育を行うものとする。

○学校教育法第126条

高等課程を置く専修学校は、高等専修学校と称することができる。

専修学校（高等課程）の制度の概要

○文部科学省告示第１３７号
①修業年限３年以上
②年間授業時数２，５９０時間
なお、卒業に必要な普通科目（国語、地理歴史、公民、数学、理科または外国語）についての
総授業時数は４２０時間以上。ただし、１０５時間までは教養科目で代替可能。

大学入学資格付与

①工業分野、②農業分野、③医療分野、④衛生分野、⑤教育・社会福祉分野、
⑥商業実務分野、⑦服飾・家政分野、⑧文化・教養分野

分野

目的
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学科別学科の割合

医療
274
30.4%

文化・教養
155
17.2%

服飾・家政
160
17.8%

衛生
104
11.5%

商業実務
90
10.0% 教育・社会福祉

70
7.8%

工業
47
5.2%

農業
1
0.1%

学科別生徒数の割合

医療
13,885
35.8%

衛生
5,678
14.7%

農業
9
0.02%

工業
4,242
11.0%

文化・教養
3,293
8.5%

服飾・家政
3,470
9.0%

商業実務
6,768
17.5%

教育・社会福祉

1,386
3.6%

専修学校（高等課程）の状況

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」
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357

4,029

1,714

150 252 209 65

253

53

187

130
455

254 1030

計 921
計 1,103

計 2,052

計 443

計 2,773

計 6,230

計 1,449 就職率
18.2%

就職率
42.0%

就職率
34.5%

就職率
63.2%

就職率
68.6%

就職率
65.5%

就職率
42.1%

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

工業 農業 医療 衛生 教育・社会福祉 商業実務 服飾・家政 文化・教養

関係分野に就職した者

その他の分野に就職した者

卒業者

 

14,971人
就職者

 

8,211人 （54.8%）
うち

 

関係分野に就職した者

 

6,776人 （45.3%）
うち

 

その他の分野に就職した者

 

1,435人 （ 9.6%）

（出典）文部科学省「平成20年度学校基本調査」

専修学校（高等課程）卒業者の就職状況
 

(平成19年度間)
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実用英語検定、ビジネス能力検定、レタリング検定、色彩検定、演奏技能検定文 化 ・ 教 養

洋裁技術検定、和裁技術検定、ファッション色彩能力検定、ファッションビジネス能力検定、

 
パターンメーキング技術検定

服 飾 ・ 家 政

簿記検定、商業経済検定、販売士検定、コンピュータ会計検定、情報処理検定、秘書検定、

 
財務会計検定

商 業 実 務

（介護福祉士）教育・社会福祉

製菓衛生師、調理師、理容師、美容師衛 生

准看護師医 療

－農 業

電気工事士、自動車整備士（３級）、ガス溶接技術者、アーク溶接技術者、危険物取扱者

 
（乙種、丙種）、有機溶剤取扱者、ボイラー技士

工 業

主 な 資 格分 野

専修学校（高等課程）で取り組む主な資格等
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